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研究成果の概要（和文）：女性の労働力参加について、構造要因と制度要因を区分した枠組みを用いたより立体
的な理論モデルを構築し、それを数量データによって検証することができた。日本の場合、内部労働市場型の働
き方が家族キャリアを考慮する女性の継続就業を難しくしており、これが意図せざる結果として女性の経済活動
の活性化を阻害することになった。

研究成果の概要（英文）：The study is able to build an alternative theoretical framework on female 
labor force participation by differentiating structural and policy factors on explaining social 
changes. In the case of women's economic activation in Japan, its inactive features can be explained
 by the unique employment institution. This system was originally based on the Japanese version of 
the internal labor market. This expects workers to accept a variety of indeterminate working style 
(such as job transfers to distant places), hence interruption of job careers for women with family 
responsibilities. 

研究分野： 家族社会学、計量社会学、女性労働
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１．研究開始当初の背景 
 平成 25 年（2013 年）の高齢化率が 24%を
超え、日本はすでに例を見ない超高齢化社会
に突入している。少ない労働人口で多くの高
齢層を支えるという課題に直面し、女性労働
力の活用、定年延長、外国人労働力の導入と
いう三つの方策が検討されているが、特に女
性の労働力参加には改善余地が大きい。図 1
に示したように、日本は高齢化率が極端に高
いが、女性労働力参加率は低いという特異な
位置にあるからだ。 
 

 

図 1女性労働力参加率と高齢化率（世銀） 
 
 このような中、日本でも女性の労働力参加
を増やそうとする政策が積み重ねられてき
ているが、顕著な効果は現れてきていない。
図 2に示すように、男女雇用機会均等法と育
児介護休業法という「制度の二本柱」の制定
にもかかわらず、この間の変化はパートタイ
ム労働者の増加と、正規雇用の有期雇用(契
約・派遣)への切り替えであり、安定的に社
会保障費を負担する女性労働力の形成はい
まだみられていない。 
 そこで、順調に女性労働力参加を増加させ
てきた先進各国の事例をみてみると、公的な
支援が薄いアメリカやカナダでの数値の高
さをみても、必ずしも女性の雇用を直接的に
促す政策・制度が効果を持ったのではなく、
むしろ社会・経済構造の変化が女性の労働参
加をもたらしてきたことが伺われる。 
 

 
図 2 女性雇用形態の推移（労働力調査） 

 1950 年代以降のアメリカで女性の労働力
参加率を押し上げたのは、機会均等法だけで
はなくオフィスワークの女性独占であった。
戦後スウェーデンでの女性労働力増加の要
因は急激な政策ではなく労働需要の増加で
あり、仕事と家庭の調和政策はそれに伴う緊
張を事後的に緩和するものであった。また、
1980 年代以降の北欧諸国における女性就業
率の増加は、高齢化からくるケア労働ニーズ
増加に対応した公的雇用の拡大によって説
明される部分が大きい。 
 東アジアに目を向けると、台湾は相対的に
男女平等な雇用を実現している。しかしその
要因は中小企業中心の経済構造にあり、均等
政策はいまだに日本よりも遅れている。最後
に、日本の 1980 年代後半から見られた女性
正規雇用の増加は、均等法ではなく未婚化に
よるものである。 
 つまり、少なくとも日本を含む各社会の事
例をみていく限りでは、女性の労働力参加は、
それを直接に引き起こすべく生じたわけで
はない社会構造の変化による「副次的結果」
として説明できるのであり、政策・制度は仕
事と家庭の間のコンフリクトを事後的に緩
和するためのものである、ということが示唆
されるのである。このような理論枠組みから
女性の労働参加を包括的にとらえようとし
た研究は少なく、ほとんどは政策の直接的効
果を測定しようとしたものにとどまってい
る。 
 他方で、政策ではなく経済(労働需要等)・
社会(未婚化等)・人口(高齢化等)構造が女性
の就業に与える影響については、各国事例の
分析を超えた、より一般的な検証が少ないの
も事実である。その理由としては、構造要因
を組み込んだ場合、政策効果モデルに比べて
理論モデルが格段に複雑になることと、長期
的なデータが不足していること、が挙げられ
るだろう。 
 
２．研究の目的 
 以上を受け、本研究では下記の項目を明ら
かにすることが目指された。 
 A：構造要因を含みこんだ、女性の労働参
加を規定する汎用的な「構造モデル」を構築
し、それを入手可能な長期データによって検
証すること。公開データベースを用いるほか、
事例研究を通じて蓄積されている国別のデ
ータを用いる予定である。すでに OECD 等の
データについてはほぼ入手して整理できて
いるが、各国の詳細なデータを統合するプロ
セスは本研究の課題である。 
 B：上記モデルを前提としたとき、構造変
動に促された女性の労働参加をスムーズに
実現するための政策とはどうあるべきかに
ついて、見通しを与えること。 
 女性の労働参加を政策の効果としてでは
なく、構造的に決定されるものとして捉える
視点自体は各国（特にアメリカ、スウェーデ
ン、台湾）の事例研究を通じて提起されてき



た。本研究の独創的な点は、個々の事例を横
断したより包括的なモデルを構築し、それを
国際的データによって検証することにある。 
 現在入手可能な OECD を中心とした限定的
データの仮分析の結果からは、女性の労働参
加に対しては政策の効果よりも労働需要や
供給要因（高学歴化）等の影響が大きいこと、
特に日本においては労働条件(硬直性)が女
性の雇用にとって不利に働いている可能性
などが示唆されている。より包括的なデータ
を用いた検証においても同じ結果が得られ
ることが予想されるが、線形モデルを用いた
よりロバストな分析が課題となる。 
 本研究の意義は、そこから「真に有効な女
性労働力促進のための政策とはなにか」につ
いての知見が引き出せることにある。直接的
効果を狙った均等法などの政策が効果を持
たない以上、女性の長期雇用を可能にする社
会構造上の条件を特定し、その条件を整える
ための政策を手当てしなくてはならない。 
 
３．研究の方法 
 実際の研究プロセスは、下記の段階で進ん
だ。まず、社会変動における構造要因と制度
要因の区別に関する概念的な考察を行った。
こういった区分けは必ずしも一般的なもの
ではないが、主に社会理論における「構造化
理論」（ギデンズ）を応用することで、構造
要因および制度要因による社会変化を立体
的に記述するための道具を整備する。 
 以上は理論的な作業であるが、女性の労働
力参加についての数量データを組み込んだ
実証的な検証も行う。使用するデータは単一
ではなく、マクロデータとして国レベルのデ
ータ（OECD や世界銀行の統計）や国内統計（労
働力調査、国勢調査）を用いると当時に、よ
り詳細な記述を可能にするために、国外並び
に国内のマイクロデータの分析も行う。 
 
４．研究成果 
 実際の研究成果は、理論枠組みの構築と数
量データによる検証プロセスを同時並行的
に行うなかで作成された。 
 理論的な枠組みは、簡単に記述すると以下
のようなものである。構造化理論の概念を援
用しつつ、構造要因についてはたとえばポス
ト工業化による女性の再雇用労働化を意図
せざる結果として位置づける。次に制度要因
による社会変化（たとえば育児休業制度によ
る女性労働力率の増加）については、意図さ
れた結果として捉える。こういった作業によ
って、女性の労働力参加という社会変動をよ
り立体的に記述できる道具を整備すること
ができた。その成果は筒井（2015、『仕事と
家族』）で一部予示されたが、より体系的な
論述はすでに行ったが、その成果は 2018 年
度中に出版予定の単著（Work and Family in 
Japan, Springer）に掲載予定である。 
 得られた主な知見は以下のとおりである。
日本の場合、高度成長期から安定成長期（お

よそ 1950〜80 年代）にかけて、独特の内部
労働市場型の雇用制度を構築してきた。女性
の（再）労働力化は 1970 年代から進行した
が、初期段階においては高度成長の終焉とい
う外挿的な要因による意図せざる結果とし
て説明できる。すなわち、家計補助的な女性
労働の増加である。意図せざる結果としての
変化であるため、制度的なサポートを伴う意
図された成果ではなかった。 
 女性の経済活動の活性化を意図した制度
は、日本型内部労働市場にマッチした人事業
化システムである職能資格制度が成熟した
1980 年代に、男女雇用機会均等法としてスタ
ートした。しかし内部労働市場における日本
的・男性的働き方は、家族キャリアを考慮す
る女性にとって排除的に作用する。なぜなら、
組織が内部労働市場における労働調整のた
めに、メンバーに無限定的な働き方を要請す
るからである。 
 このために、育児介護休業法や保育サービ
スの拡充といった「意図された」政策・制度
にもかかわらず、キャリアを中断する女性が
いまだ顕著に存在するのは、以上のような構
造的な背景があるからである。 
 少子高齢化のなかで女性の本格的な労働
力参加と共働き社会化を進めるためには、労
働調整のあり方を意識した働き方改革を推
進する必要があることが示唆される。 
 以上をもって主要な研究目的は達成され
たが、研究目的の一つであった、構造要因と
制度要因の効果についてのモデルの数量的
な検証については、失業率といった間接的な
データによる動態モデルの推定を成果とす
ることができたものの、いまだ改善の余地が
ある。 
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